債務不履行における損害賠償範囲規定の改正について : 法制審議会民法部会における議論から by 難波 譲治 et al.
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「フランス法における契約損害の予見可能性⑴（完）」論叢 124巻号 40 頁以下，125
巻号 80 頁以下（1989，1990 年），「債務不履行における損害の確実性」國學院法学 30
巻号 249 頁以下（1993 年），「民法 416 条の立法趣旨」高島古稀『民法学の新たな展
開』（1993年）319 頁以下，「信頼利益・履行利益論の現況と課題」立教法学 70 号 27 頁
以下（2006年），奥田昌道ほか編『判例講義民法Ⅱ債権（第版）』（2014年）20〜26頁，
「民法 416 条の予見時期」ジュリスト増刊民法判例百選（第版）16頁（2015 年）など
がある（なお，関連する論稿として，「損害の抽象性と具体性 損害の段階構造に関する
































































































） 中田裕康「民法 415条・416 条（債務不履行による損害賠償）」広中俊雄 =星野英一















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































月 13日民集 65 巻号 2511頁など，有価証券虚偽記載が明らかにな
って株価が下落した損害が問題になっており，多数の評釈が出ている。





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































従前の案（第 90 回審議参照）は，416 条項の「予見」の主体である「当事者」
は契約の両当事者ではなく債務不履行に陥った債務者のみを指すとした判例（大判大







































40） 渡辺達徳「債務不履行」法時 86巻 12号 29 頁（2014年）は，予見時期を「不履行時」
としなかったことについて，「将来への解釈の変更への道を閉ざさなかったことになる」
と言う。
